








































平成２５年３月   






職名      教授
生年月日    1948年8月8日
出身学校    山形大学人文学部経済学科 (法律専攻) 1973年卒業
出身大学院   東北大学大学院法学研究科修士課程 (公法学専攻)
                           1975年修了
        東北大学大学院法学研究科博士課程後期3年の課程 (公法学専攻)
                           1979年期間満了退学
取得学位    法学修士 (東北大学)        1975年
略歴      東京学芸大学教育学部 (社会科教育学科法学教室) 講師
                           1979年～1985年
        東京学芸大学教育学部 (社会科教育学科法学教室) 助教授
                           1985年～1989年
        東京学芸大学大学院教育学研究科担当 1986年～1989年
        東北大学教養部 (学科目・法学) 助教授 1989年～1993年
        東北大学大学院法学研究科担当    1992年～2000年
        東北大学大学院国際文化研究科 (国際地域文化論専攻ヨーロッパ文化論
        講座) 助教授            1993年～2000年
        東北大学大学院国際文化研究科 (国際地域文化論専攻ヨーロッパ文化論




    憲法学
研究課題
    1. プロイセン (王) 国憲法 (1850年) の成立過程に関する研究
    2. 王家等家法の形式的効力に関する研究
    3. 日本国憲法の成立過程に関する研究
所属学会
    日本公法学会
    法制史学会
    比較憲法学会
学会活動





    日本国憲法 (教養部)       1989年～1993年
    法学Ｃ (教養部)          1989年～1993年
   法学講読 (教養部)       1989年～1993年
    比較外国憲法演習 (偶数年度)、比較外国憲法特殊講義 (奇数年度) (法学研究科)
                     1992年～2000年
    近代国制論 (2004年から、ヨーロッパ近現代国制論) (国際文化研究科)
                     1993年～2013年
    ヨーロッパ文化論総合演習 (2003 年から、ヨーロッパ文化論総合演習Ａ・ヨーロッ
パ文化論総合演習Ｂ、及びヨーロッパ文化論特別演習Ａ・ヨーロッパ文化論特別演習
Ｂ) (国際文化研究科)      1993年～2013年
    ヨーロッパ文化論特論 (2003 年から、ヨーロッパ文化論特論Ａ・ヨーロッパ文化論
特論Ｂ、及びヨーロッパ文化論特別研究Ａ・ヨーロッパ文化論特別研究Ｂ) (国際文
化研究科)             1993年～2013年
   日本国憲法 (2002年から2007年まで、法学 (日本国憲法)) (全学教育)
                     1993年～2013年
    総合科目 (世界の民族と文化交流) (全学教育)
                     1998年
    基礎ゼミ (全学教育)       2006年、2009年、2010年
山形大学 (非常勤)
   日本国憲法 (教養部)       1990年～1995年
   憲法Ⅰ(統治組織論) (人文学部)   1991 年～1992年
宮城学院女子短期大学 (非常勤)
   日本国憲法            1991年～1996年
東北工業大学 (非常勤)
    憲法               2000年
宮城教育大学 (非常勤)
  法律学講義ＢⅠ、法律学講義ＢⅡ (教育学部)
                    2006年～2007年
尚絅学院大学、同大学女子短期大学部 (非常勤)




    学生生活協議会協議員      1999年 (10月)～2000年 (9月)
    附属図書館副館長、兼東北大学史料館副館長
                     2000年12月～2002年11月




    東北大学 100 周年記念・第 3 回サテライトセミナー [秋田]・講演「日本国憲法と改
正の手続」            2005年11月
行政機関・企業・NPO等参加
    社会保険大学校・｢普通科研修 (Ａ課程)」講師
                    1986年9月～1994年2月
    東北自治研修所・｢東北六県中堅職員 (県) 研修」講師
                   1992年8月～1996年3月
    大学入試センター教科専門委員会 (政治・経済部会) 委員
                   1995年4月～1998年3月
    仙台市公文書開示 (2001年4月から、情報公開) 審査会委員
                     1995年10月～2005年9月
   仙台市個人情報保護審議会委員   1997年7月～2007年6月
   大学入試センター試験問題等データベース委員会教科・科目別作成委員会 (政治・経
済作成委員会) 委員        1998年6月～2002年3月
    大学入試センター新教育課程試験問題調査研究委員会 (政治・経済部会) 委員
                     2002年11月～2004年3月
    宮城県後期高齢者医療広域連合情報公開・個人情報保護審査会委員
                     2007年8月～





  1. 日本国憲法講義
    鈴木法日児編, 1994年4月, 木鐸社
    (布田 勉,「第四講 日本国憲法略史｣,「第五講 国民｣,「第一五講 経済的自由
権｣,「第二〇講 参政権と選挙｣,「第二五講 内閣Ⅰ｣, ｢第二六講 内閣Ⅱ｣,「第二
九講 財政」及び「補講6 国法の諸形式」を分担)
   日本国憲法講義〔改訂版〕
    鈴木法日児編, 1995年4月, 木鐸社
   (布田 勉,「第四講 日本国憲法略史｣,「第五講 国民｣,「第一五講 経済的自由
権｣,「第二〇講 参政権と選挙｣,「第二五講 内閣Ⅰ｣,「第二六講 内閣Ⅱ｣,「第二
九講 財政｣,「補講6 国法の諸形式」及び「帝国憲法史年表」を分担)
  2. 憲法参照法令集
    竹内俊子・角替 晃・布田 勉編著, 1995年4月, 木鐸社
○編書
  1. 小嶋和司憲法論集 二・憲法と政治機構
    (無署名), 1988年12月, 木鐸社
    (｢解説」に署名)
○訳書
  1. ハンス・ケルゼン デモクラシー論 (ケルゼン選集9)
    上原行雄・長尾龍一・森田寛二・布田 勉訳, 1977年12月, 木鐸社
    (布田 勉,「民主制 (一九二七年)」を分担)
  2. ハンス・ケルゼン著作集 Ⅰ: 民主主義論
    上原行雄・長尾龍一・布田 勉・森田寛二訳, 2009年7月, 慈学社
    (布田 勉,「民主制〔一九二七年〕」を分担 [改訳])
Ⅱ 論文等
○研究論文
  1. S・ヴァイスの〝対外権〟論
    布田 勉, 山形法学創刊号 (山形大学人文学部法律ゼミナール協議会), 1974 年 (実
際は, 1975年2月)
  2. 教育委員会法のもとにおいて教育委員会の会議の公開違反の瑕疵がその議決の取消事
由にあたらないとされた事例 免職された公務員が免職処分の取消訴訟の係属中に死
亡した場合と相続人による訴訟承継の成否
    布田 勉, 法学第四十巻第四号 (東北大学法学会／良書普及会), 1977年2月
  3. 一八四八年プロイセン国民議会議事規則の成立とその運用――｢部会」制度を中心と
して――
    布田 勉, 東北法学第 2・3 合併号 (東北大学大学院法学研究科院生会), 1979 年 3
月
  4. 一八四九年のプロイセン第二院議事規則の成立過程
    (一)
５    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第32集 (東京学芸大学), 1980年12月
   (二)
   布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第33集 (東京学芸大学), 1981年12月
   (三・完)
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第34集 (東京学芸大学), 1982年12月
  5. 議院の意思決定手続に於ける棄権及び無効票の取扱い――プロイセン王国に於ける実
務を中心として――
   (一)
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第35集 (東京学芸大学), 1983年12月
   (二)
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第36集 (東京学芸大学), 1984年12月
   (三)
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第37集 (東京学芸大学), 1985年12月
  6. 内閣の行政権と行政委員会
    布田 勉,「憲法の争点（新版)」(小嶋和司編), ジュリスト増刊・法律学の争点シリ
ーズ2 (有斐閣), 1985年9月
  7. 一八四九年のプロイセン第二院憲法修正委員会の修正案について
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第38集 (東京学芸大学), 1986年12月
  8. 一八四九年のプロイセン第二院における憲法修正委員会について――プロイセン国憲
法典成立史の一局面――
    布田 勉, 法学第五十巻第七号 (東北大学法学会／第一法規出版), 1987年1月
  9. 会期不継続の原則――プロイセンにおけるその沿革
    布田 勉,「憲法と行政法・小嶋和司博士東北大学退職記念」(良書普及会), 1987 年
3月
  10. プロイセン第二院乃至代議院における棄権及び無効票の取扱
   (上)
    布田 勉, 東京学芸大学紀要第3部門・第40集 (東京学芸大学), 1988年12月
   (下)
    布田 勉, 東北大学教養部紀要第54号 (東北大学教養部), 1990年12月
  11. 日本国憲法の成立と国籍法――明治国籍法の人的妥当範囲の問題を中心にして――
    布田 勉,「憲法制定と変動の法理――菅野喜八郎教授還暦記念――」(新 正幸・鈴
木法日児編) (木鐸社), 1991年9月
  12. 憲法改正草案要綱の成立の経緯――日本側携行案の英訳文を中心とする再検討――
    (1)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 3 巻第 1 号 (石巻専修大学), 
1991年11月
   (2)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 3 巻第 2 号 (石巻専修大学), 
1992年3月
    (3)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 4 巻第 1 号 (石巻専修大学), 
1992年12月
   (4)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 4 巻第 2 号 (石巻専修大学), 
1993年3月
   (5)
６    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 5 巻第 2 号 (石巻専修大学), 
1994年3月
  13. 北ドイツ連邦ライヒ議会議事規則の成立過程覚書
    布田 勉, 東北大学教養部紀要第60号 (東北大学教養部), 1993年3月
  14. 日本国憲法と階級
    布田 勉,「社会・文明・環境――いま，改めて〈現代〉を問う――」(平野厚生・野
中克彦編) (梓出版社), 1993年4月
  15. 帝国憲法と皇室典範の関係をめぐる学説の諸相
    布田 勉,「法と正義・田上穣治博士追悼論文集」(比較憲法学会編) (比較憲法学会
／政光プリプラン), 1993年5月
  16. 議長の表決権――ドイツにおける議会法伝統の形成――
  布田 勉, 比較憲法学研究第5号 (比較憲法学会／成蹊堂), 1993年10月
  17. エラマン手帳 (E) メモ――｢憲法改正草案要綱」の公表に先立つ徹宵審議の民政局
側記録――
   (その一)
    笹川隆太郎・布田 勉・ヴィクター カーペンタ ,ー 石巻専修大学経営学研究第6 巻
第1号 (石巻専修大学), 1994年12月
   (その二)
    笹川隆太郎・布田 勉・ヴィクター カーペンタ ,ー 石巻専修大学経営学研究第6 巻
第2号 (石巻専修大学), 1995年3月
   (その三)
    笹川隆太郎・布田 勉・ヴィクター カーペンタ ,ー 石巻専修大学経営学研究第7 巻
第2号 (石巻専修大学), 1996年3月
   (その四)
    笹川隆太郎・布田 勉・ヴィクター カーペンタ ,ー 石巻専修大学経営学研究第8 巻
第1号 (石巻専修大学), 1996年12月
  18. G・イエリネクの憲法変遷論と1871年のドイツ帝国憲法
  布田 勉, 比較憲法学研究第7号 (比較憲法学会／成蹊堂), 1995年10月
  19. 1848年のプロイセン国民議会における憲法委員会憲法草案の部会及び中央部会審査
   (1)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第3号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1995年12
    月
   (2)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第4号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1996年12
    月
   (3)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第4号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1996年12
    月
   (4)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第5号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1997年12
    月
   (5)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第6号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1998年12
    月
   (6)
    布田 勉, 国際文化研究科論集第7号 (東北大学大学院国際文化研究科), 1999年12
７    月
  20. 庇護関係の行政訴訟において訴訟代理人の責任を本人に帰属させる規定の合憲性
――トルコ人事件――
    布田 勉,「ドイツの憲法判例」(ドイツ憲法判例研究会編) (信山社), 1996年2月
  21. 王家等家法の形式的効力――北ドイツ連邦乃至ドイツ帝国加盟国を中心とする覚書
――
    布田 勉, ヨーロッパ研究創刊号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 1996年3月
  22. 租税法律主義と委任立法のあり方
    布田 勉, ジュリストNo. 1113・平成8年度重要判例解説 (有斐閣), 1997年6月
  23. 1848年のプロイセン憲法「欽定案」について
    布田 勉, ヨーロッパ研究第2 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 1998年9月
  24. 日本国憲法成立過程の諸問題――皇室典範事項を中心として――
    布田 勉, 比較憲法学研究第10号 (比較憲法学会／成蹊堂), 1998年10月
  25. 法律・政令への署名と連署
    布田 勉,「憲法の争点 (第 3 版)」(高橋和之・大石 眞編), ジュリスト増刊・法律
学の争点シリーズ2 (有斐閣), 1999年6月
  26. 日本国民たる住民に限り地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有するものとした
地方自治法一一条、一八条、公職選挙法九条二項と憲法一五条一項、九三条二項
    布田 勉, 法学第六十三巻第二号 (東北大学法学会／第一法規出版), 1999年6月
  27. 第2立法期第1会期 (1849年～1850年) のプロイセン第2院における憲法修正委員
会について
   (1)
    布田 勉, ヨーロッパ研究第3 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 2000年9月
  28. 庇護関係の行政訴訟において訴訟代理人の責任を本人に帰属させる規定の合憲性
――トルコ人事件
    布田 勉,「ドイツの憲法判例 (第 2 版)」(ドイツ憲法判例研究会編) (信山社), 
2003年12月
  29. 南西ドイツ諸州の再編成に関する2法の合憲性――南西邦判決――
    布田 勉,「ドイツの憲法判例 (第 2 版)」(ドイツ憲法判例研究会編) (信山社), 
2003年12月
  30. 一八五〇年のプロイセン憲法における憲法改正
    布田 勉, 法学第六十七巻第五号 (東北大学法学会／第一法規出版), 2004年1月
  31. ｢普通選挙」の概念――日独における伝統的・古典的意味内容――
    布田 勉, ヨーロッパ研究第4 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 2004年7月
  32. 大友一郎遺文書中の憲法問題調査委員会議事要領筆記
   (上)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 16 巻第 2 号 (石巻専修大学), 
2005年3月
   (中)
    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 17 巻第 2 号 (石巻専修大学), 
2006年2月
   (下)
８    笹川隆太郎・布田 勉, 石巻専修大学経営学研究第 18 巻第 1 号 (石巻専修大学), 
2006年12月
  33. 1869年の北ドイツ連邦宗教同権法の基本思想――ユダヤ教徒の〝解放〟?――
    布田 勉, ヨーロッパ研究第5 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 2005年12月
  34. 一院先議の原則――プロイセンにおけるその成立と変容――
   (1)
    布田 勉, ヨーロッパ研究第6 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 2007年3月
   (2)
    布田 勉, ヨーロッパ研究第8 号 (東北大学大学院国際文化研究科ヨーロッパ文化論
講座), 2010年3月
  35. 法律・政令への署名と連署
    布田 勉, 憲法の争点 (大石 眞・石川健治編), ジュリスト増刊・新・法律学の争
点シリーズ3 (有斐閣), 2008年12月
○研究報告等
  1. 外国人の国法上の地位論の動向――わが国とドイツにおける外国人の選挙権論を中心
として――
    布田 勉, 外国人観の変遷と多極化に関する研究 (平成 5 年度特定研究経費研究成果
報告書), 1994年3月
  2. 国法と宗教――近代ドイツ国法における参政権と宗教――
    布田 勉, 宗教の社会的・文化的機能に関する綜合的研究 (平成 6 年度特定研究経費
研究成果報告書), 1995年3月
  3. 大友一郎遺文書中の憲法問題調査委員会議事要領筆記
    笹川隆太郎・布田 勉, 新たな資料を踏まえた占領期の統治制度改革に関する包括的
研究〔16330028〕(平成 16 年度～平成 18 年度科学研究費補助金 (基盤研究 (B)) 研
究成果報告書 (研究代表者 天川 晃 (放送大学教養学部教授)), 2007年5月
  4. 官報及び官報号外・帝国議会議事速記録ないし国会会議録の英語版について
    布田 勉, 新たな資料を踏まえた占領期の統治制度改革に関する包括的研究
〔16330028〕(平成16 年度～平成18年度科学研究費補助金 (基盤研究 (B)) 研究成果
報告書 (研究代表者 天川 晃 (放送大学教養学部教授)), 2007年5月
Ⅲ 総説・解説等
○書評
  1. 仲内英三著「一八世紀プロイセン絶対王政時代のラントラート制をめぐる等族と王
権」(『早稲田政治経済学雑誌』三二四号)
    布田 勉, 法制史研究46 (法制史学会／創文社), 1997年3月
  2. 川口暁弘著「憲法学と国体論――国体論者美濃部達吉――」(『史学雑誌』一〇八編七
号)
    布田 勉, 法制史研究50 (法制史学会／創文社), 2001年4月
○事典等項目
  1. シュタール
    布田 勉, 平凡社大百科事典7 (平凡社), 1985年3月
９○翻訳
  1. R．R．パーマー「平等」
    布田 勉訳, 西洋思想大事典 (フィリップ・P．ウィーナー編) 4 (平凡社), 1990 年
6月
  2. モリス・D．フォーコッシュ「法の前の平等」
    布田 勉訳, 西洋思想大事典 (フィリップ・P．ウィーナー編) 4 (平凡社), 1990 年
6月
Ⅳ 講演・学会発表
  1. 日本国憲法成立過程の諸問題
    布田 勉, 比較憲法学会第9回総会, 1997年10月, 京大会館
  2. 日本国憲法と改正の手続




  1. 総理大臣ってなにをするの?〔日本の政治のしくみ〕(阪上順夫監修・教科書にでてく
る法律と政治5)
    布田 勉著, 1989年4月, ポプラ社
  2. 行政改革ってなんだろう? 日本の政治のしくみ (阪上順夫監修・《新訂》教科書にで
てくる法律と政治5)
    布田 勉著, 1999年4月, ポプラ社
    行政改革ってなんだろう? 日本の政治のしくみ (改訂) (阪上順夫監修・《新訂》教
科書にでてくる法律と政治5)
    布田 勉著, 2001年4月, ポプラ社
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